令和元年度第１回大阪府障がい者自立支援協議会地域支援推進部会
基盤整備促進ワーキンググループ議事概要
日　 時：令和元年６月７日（金）午後２時３０分～午後５時００分
場　 所：大阪府庁新別館北館１階　会議室兼防災活動スペース１
出席委員：井上委員、狩俣委員、北村委員、小路委員、谷口委員（基盤WG長）、
橋本委員、東谷委員、古田委員〔五十音順〕
【議題１】地域生活支援拠点等の整備促進について
【議題２】施設入所者の地域移行について
♢委員意見等
【議題１】
· サービス未利用者には、日中活動の見学やガイドヘルパーの利用から働きかけを行うことが多い。緊急時に備えてサービス利用の働きかけが必要ではないか。
· 緊急時に受け入れ可能な事業所を増やすためには、短期入所だけでなくグループホームの体験も考えられるのではないか。
· 重度の高次脳機能障がい者支援に対するスーパーバイズの仕組みも必要ではないか。
· 障がい福祉サービスだけで緊急時の受け皿を整備するのは現実的に難しい。高齢分野の受け皿も含めて検討すべきではないか。
· スーパーバイズの仕組みのようなものは市町村単位での実施は難しいので、府が広域調整の役割として実施すべきではないか。
· 今回は市町村に最低限取り組んでもらいたいことを提案しようということで進めてきた。書きぶりも含め、必要以上に市町村の動きを縛らないようにすべきではないか。
【議題２】

· 各入所施設にはさまざまな市町村の障がい者が入所している。それぞれの市町村が個別にアプローチするとなると入所施設側も対応が大変なので、複数の市町村が一度に入所施設を訪問するような調整ができないか。または、圏域毎にコーディネーターの配置ができないか。
· 長期入所者にとっては入所施設の外に出ることが億劫であったり怖かったりする。地域移行の動機づけを行う意味で移動支援等を活用した外出体験（宿泊体験を含む）が重要ではないか。なお、宿泊体験する場所を確保するためにも、日中活動の場等の空きスペースを有効活用できるのではないか。
· 障がい者の地域での生活を施設職員がイメージするための方法として、別の事業所との交流も考えられる。その一つとして、入所施設の相談支援専門員が地域で生活する障がい者の計画相談を行うことが考えられるのではないか。
· 施設入所者の家族は、将来にわたって地域で暮らし続けられるのかといった不安などから地域移行に反対することがある。宿泊体験等の様子を見てもらったり、家族も参加する施設行事等で地域移行の制度を説明するなど、市町村、相談支援事業所、入所施設が連携して家族への啓発ができないか。
· 障がい福祉計画で数値目標を設定しているのは市町村なので、施設入所者の地域移行については市町村が責任を持つという形にしておかないといけない。
· 強度行動障がい、医療的ケア、高次脳機能障がい等に対する支援の専門性を高めるための研修の充実や、地域移行特別加算の対象者の拡大（重症心身障がい者や高次脳機能障がい者等）ができないか。また、重度障がい者を受け入れている事業所に対して専門的な助言をするスーパーバイザーが必要ではないか。
· 重度化・高齢化に対応するにはグループホーム等のバリアフリー化が必要であるため、補助制度が必要ではないか。
· グループホームをつくる際に、施設コンフリクトで断念せざるを得ないことがある。障がい者の生活の場であるグループホームへの理解を深めるため、府や市町村のホームページなどで啓発してはどうか。
· 施設入所者の地域移行についての検討であるため、今回は高齢施設も選択肢の一つという論点は外すべきである。
· 養護老人ホームについては障がい者支援のノウハウをもっているところもあり、高齢施設すべて論点から外すということに関しては慎重に検討が必要ではないか。
· 一般相談支援事業所が地域移行支援に取り組む際、入所施設や精神科病院への移動にかかる交通費の負担が大きい。事業所の負担を軽減する取り組みが必要ではないか。
· 一般相談支援事業所の多くは地域移行支援の経験がない。地域移行の支援者を養成するにあたっては、取り組みの実例などを交えながら、地域移行の支援内容や趣旨が伝わる研修の実施や一般相談支援事業所をスーパーバイズして支える仕組みが必要ではないか。
· 地域移行支援サービスを開始するまでには、一定の準備が必要であり、準備段階の支援に対する報酬も必要ではないか。
· 一般相談支援事業所は特定相談支援事業所を兼ねていることが多く、人手不足のため地域移行支援に手が回らないことが多い。取り組む事業所を増やすためには、報酬の改善が必要ではないか。
· 施設入所者の地域移行にあたっては、本人の意思決定支援が重要となるが、時間をかけて相談支援や心理の専門家などチームを作ってサポートするためには、交通費の負担など制度として確立させる必要があるのではないか。
· 長期入所者の場合、入所前の市町村より入所施設がある地域の方が身近であったり、入所施設に愛着を持っている場合もある。地域移行を進めるにあたっては、本人が地域と感じる場所での暮らしを支援する視点が重要ではないか。

· 施設入所者も地域の一員であることを地域の人々に認識してもらう活動の中で、近隣の地域での生活につながる可能性もある。また、職員に障がい者の地域での生活について知ってもらう研修を実施することなどが重要ではないか。
· 日中活動の場での支援が夜間帯（グループホーム等）の安定につながることがある。日中の職員と夜間の職員の直接的な関わりが減ってきている中、昼夜の事業所の連携を意識してもらうことが必要ではないか。
· 地域包括支援センター（介護保険）が障がい者の相談支援を行うケースがあるが、地域移行も含めて障がい者特有の問題を理解してもらう方策や障がい者が高齢になっても支えられる仕組みを考えるべきではないか。
· すべての障がい児・者を対象者として相談支援に取り組むことが望ましいが、専門性を高めるためには、障がい種別に特化することなども必要ではないか。
